































































































NHTSA は、従来５段階に分けていたが、2018年 9 月時点で SAE（Society 
of Automotive Engineers）の 6 段階の定義を採用した。EU（ERTRAC 
Automated Driving Roadmap）も基本的にこの 6 段階の定義を採用した。
日本は、「官民 ITS 構想・ロードマップ」を数回改定し、現時点では、
SAE J3016（2016年 9 月）及び日本語訳の JASO TP18004（2018年 2 月）
の定義を採用し、レベル 0 は運転自動化なし、レベル 1 は運転支援、レベ
ル 2 は部分運転自動化、レベル 3 は条件付運転自動化、レベル 4 は高度運
転自動化、レベル 5 は完全運転自動化である。
　報道によると、現在、「レベル 2 」の技術は2018年までにホンダ、トヨ
タ自動車が実用化し、条件付きでハンズオフ状態でも自動運転が可能な
「レベル2.5」相当の技術は2019年秋頃に日産自動車が実用化しようとして
いる。また、ホンダは、2020年にも高速道路に限り「レベル 3 」相当の技
術を実用化し、トヨタ自動車は2020年代前半に「レベル 4 」を視野に入れ
た車を導入する予定である。
　日本における自動運転の実証実験は、まず、国主導プロジェクトとし
て、内閣府が2017年10月から開始した大規模実証実験や2019年 3 月にかけ
て行うダイナミックマップなどの実験、国土交通省が2018年度より全国13
か所において実施する自動運転サービスの実証実験などが挙げられる。他
に、自動車メーカーや関係団体、大学や自治体、IT 産業などによる実証
の例もみられる。また、公道実証実験については、警察庁が平成28年 5 月
公開講座18
に「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を公
表し、一定の条件の下、公道における自動走行システムの実証実験を認め
る方向を示した。
　行政法上問題となるのは、主に道路交通法、道路運送車両法などをはじ
めとする現行の法制度の改正である。例えば、2015年10月には、道路交通
法改正と公道実験ガイドライン策定に向けて、警察庁に有識者検討会議が
設置され、2016年秋頃に国土交通省に自賠法の射程に関する検討会議、経
済産業省に製造物責任法の相場観を探る検討会議が設置されるなど、行政
側による法的検討が早い時期よりも進められている。
　その検討の結果、自動運転システムの使用に関する規定が、2019年 5 月
の改正で道路交通法に盛り込まれた。それ以前に成立した改正道路運送車
両法と併せて、運転レベル 3 の実用化に向けた法整備が完了したと言われ
ている。道路交通法関係に関わる今回の法改正は、「自動運行措置」に関
する規定を新設し、例えば、速度や天候、時間帯などシステムの使用条件
から外れた状況で自動運転の使用を禁止し、事故などに備えて記録装置で
走行データなどを残すことも義務として求められるようになった。なお、
実際の事故発生時における責任判断は、個別に行われるが、従来の自動車
保険関係については、今後、民間の保険会社との連動が必要となり、求償
の際にもドライバーや自動車メーカーの責任配分が問題として検討される
こととなろう。
（２）AI 技術による保育所の選考
　同じ AI 技術の応用ではあるが、自動運転に比べて自主判断の程度が低
く、主に単純な事務処理にあたる事例もみられ、保育所選考への導入がそ
の一例である。
　株式会社富士通研究所は、2018年 8 月30日に、国立大学法人九州大学マ
ス・フォア・インダストリ研究所富士通ソーシャル数理共同研究部門と富
士通株式会社と共同で、保育所選考に AI を用いるマッチング技術を開発
したことを発表した。同社によれば、今回開発した技術は、保育所申請時
「立法の時代の法と社会 ―新しい法・制度は社会をどう変えていくのか―」 19
に申し込まれる複雑な希望条件の依存関係をゲーム理論と呼び、利害が一
致しない申請者の関係を数理手法によりモデル化することで、優先順位に
沿って全員が可能な範囲内に高い希望を叶えられる割り当て方を可能にし
たものである。実際に、埼玉県さいたま市の申請者約8,000人の匿名デー
タを使用して検証し、通常、20名から30名の職員が数日間にわたって選考
を行う業務は、数秒で最適な結果を算出できたと発表された。この技術
は、2018年11月時点で約30自治体が実証実験を行っており、東京都港区は、
2019年10月より当該技術を保育所選考時に導入する予定である。
　このような AI 技術の実用化について、内閣官房や総務省は早い時期に
検討を始めており、総務省は、「職員の負担軽減」、「人材の効率配分」と
いう効果があるほか、「決定通知の早期発信」によって入所不可の際に「迅
速な対応」が可能というメリットを取り上げて説明している。他方、この
運用について、従来、保育所入所申請の結果（特に不承諾決定が対象）を
めぐる紛争の解決可能性を肯定しながら、新たな問題点にも留意が必要で
あるとの見解がある。規制をどうするかは、これからの展開次第である。
４．小括
　以上、公開講座の内容について、簡単に整理し、それぞれについて関連
する法的仕組みについて確認した。公法学上、特に行政法的視点からは、
既存の法制度の枠を利用して規制する場合、専門委員会で指針を出して規
制の方向性を探ろうとする場合などがあることが提示できたと思う。より
深い学術的な分析や考察は、今後の課題としたい。
